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 売上⾼は1.3%増の1,311億円、営業利益は10.7%減の181億円。

 営業利益率は13.9%と前期⽐で1.9pt低下したが、これは主に、⾦融ITにおいて前期
の⾼利益率の製品販売案件の効果が剥落したことによるもの。1Qとしては通常より
もやや⾼い利益率の⽔準。

 新型コロナウイルス感染症の拡⼤による緊急事態宣⾔下にあった四半期であるが、そ
の影響を最⼩限に抑制できた。



 コンサルティングは、国内ではコロナ禍による⺠間向け新規案件獲得の停滞や継続案
件の延期などの影響、海外も都市のロックダウンによる影響を受け、全体では減収。

 ⾦融ITは、
・証券業向けは、 ⼦会社化した⽇本証券テクノロジー(NSTec)の連結効果と、

共同利⽤型サービス（THE STAR）導⼊案件の進捗により増収。

・保険業向けは、ダイレクト損保向け開発案件の⼀巡により減収。

・銀⾏業向けとその他⾦融業向けはそれぞれ微増減あるが概ね前期並。

 産業ITは、全体ではほぼ前期並みの⽔準。
・流通業は、前期の消費税増税対応の案件の反動により減収。

・製造・サービス業等は海外⼦会社の減収による影響が約10億円強あったが、
好調な国内事業がそれをカバーして、全体では増収。

 IT基盤サービスは、デジタルワークプレイス事業や情報セキュリティ事業が前期に引
き続き好調。
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 野村HD向けは、野村證券向けのシステム開発やデジタルワークプレイス事業の案件
により増収。

 前期まで開⽰していたセブン＆ホールディングス向けの売上については、過去2期の
連結売上に占める割合が10%を下回って開⽰義務がなくなったこと、（特定の顧客
への依存度を低下させるという）当社の成⻑戦略に鑑み特定の顧客の売上を説明する
必要性が薄れたと判断したことから、今期より⾮開⽰とした。

 海外売上⾼は、
・北⽶については、コロナによるロックダウンの影響を⼤きく受けたことにより

減収。

・豪州については、コロナの感染者数は相対的に少ないものの、⾏動制限等の政
府による厳格な政策により、特にASG社のコンサルティング事業への影響が⼤
きく、減収。
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 コンサルティングは、営業利益は概ね前期並みの⽔準。営業利益率9.4%は１Qとし
ては⽐較的⾼い⽔準。

 ⾦融ITは、前期あった⾼利益率の製品販売案件の剥落に加え、⼦会社における不採算
案件の影響もあって減益となるも、1Qとしては通常⽔準の利益率。

 産業ITは、主に海外事業の減収効果により、セグメント全体としては減益だが、好調
な国内事業に限定すると約15%の利益率を確保。

 IT基盤サービスは、総じて事業が好調で、増収により増益。
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 コンサルティングサービスは、緊急事態宣⾔による活動⾃粛の影響が⼤きく、
営業・⽣産活動が停滞。

 開発・製品販売は、NSTecの連結効果と、産業ITの国内での開発案件の増加により
増収。
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 売上総利益率（粗利率）低下は、主に外注費の増加によるもの。
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 受取配当⾦の減少は、昨年度に実施したリクルートHD社の保有株式の売却に伴うも
の。
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 コンサルティングは、期初の受注残⾼が⾼い⽔準であったことから、現在も前期を上
回る受注残⾼を維持。

 ⾦融ITは、共同利⽤型サービス（THE STAR）導⼊案件やNSTecの連結効果等により
証券業向けを中⼼に受注残⾼が⼤きく増加。

 産業ITの国内事業は、受注残⾼が若⼲低下するも想定より軽微な落ち込みで、概ね前
期並みを維持。

 IT基盤は、情報セキュリティ事業等が好調で、前期を上回る受注残⾼⽔準で好調。

 海外事業は、豪州事業、北⽶事業において、ロックダウンが顧客の業績悪化や当社の
受注活動に影響し、受注残⾼は⼤幅に減少。
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 売上と受注の積み上げは、全体としては前期⽔準を上回っており、 4⽉に発表した業
績予想に対しインラインで進捗。
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 4⽉の時点では、新型コロナウイルスによる事業への影響時期が不明確であったため
通期予想のみの開⽰にとどめたが、3か⽉経過したことで改めて通例に従って上期-下
期の予想値を開⽰した。
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 １Qは、国内についてはコロナの影響を最⼩限に抑制。また、前期の⼀過性の製品販
売案件の剥落等の影響があったにもかかわらず、１Qとしては⾼い⽔準の売上、営業
利益、営業利益率を確保。

 ２Q以降は尻上がりに業績が向上していく計画。産業ITの国内事業で案件がさらに活
性化すれば上振れも期待可。
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